
 
 
 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京セラコミュニケーションシステム株式会社 
 
 
 
 
 
 

自   ２０２５年  ４月  １日 

 
至   ２０２６年  ３月３１日 



貸　借　対　照　表
（２０２６年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流　　動　　資　　産 66,309,552 流　　動　　負　　債 42,955,823 

現 金 及 び 預 金 10,953,294 電 子 記 録 債 務 524,402 

受 取 手 形 191,954 買 掛 金 16,163,518 

売 掛 金 23,393,024 短 期 借 入 金 11,753,000 

工 事 未 収 入 金 4,673,417 リ ー ス 債 務 64,900 

商 品 及 び 製 品 279,695 未 払 金 1,916,263 

仕 掛 品 2,463,836 未 払 費 用 790,138 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,774,339 未 払 法 人 税 等 1,171,168 

未 収 入 金 311,195 未 払 消 費 税 等 401,277 

短 期 貸 付 金 14,480,000 預 り 金 612,040 

短 期 リ ー ス 債 権 1,577,278 前 受 金 1,357,286 

前 渡 金 4,161,177 未 成 工 事 受 入 金 4,841,154 

そ の 他 流 動 資 産 1,050,336 受 注 損 失 引 当 金 274,895 

役 員 賞 与 引 当 金 30,600 

固　　定　　資　　産 56,625,322 賞 与 引 当 金 3,012,380 

 有形固定資産 17,051,551 資 産 除 去 債 務 42,799 

土 地 1,027,929 

建 物 5,442,110 固　　定　　負　　債 1,487,905 

 構 築 物 328,091 長 期 未 払 金 5,481 

車 両 運 搬 具 12,393 資 産 除 去 債 務 1,175,195 

機 械 装 置 8,027,973 そ の 他 固 定 負 債 307,228 

工 具 器 具 備 品 722,038 

建 設 仮 勘 定 1,491,016 負債合計 44,443,728 

 無形固定資産 812,320 

 ソ フ ト ウ ェ ア 599,639 株　主　資　本 75,555,132 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 211,656 資　　　本　　　金 2,985,946 

 商 標 権 1,023 　 資  本  剰  余  金 3,522,574 

 投資その他の資産 38,761,450  資 本 準 備 金 3,522,574 

投 資 有 価 証 券 11,605,370 　 利  益  剰  余  金 69,046,611 

 関 係 会 社 株 式 20,432,456  利 益 準 備 金 121,472 

関 係 会 社 出 資 金 175,102 そ の 他 利 益 剰 余 金 68,925,139 

長 期 前 払 費 用 724,763         繰  越  利  益  剰  余  金 68,925,139 

保 証 金 2,223,952 

長 期 債 権 189,386 評価･換算差額等 2,936,013 

前 払 年 金 費 用 3,315,681 　 その他有価証券評価差額金 2,936,013 

繰 延 税 金 資 産 285,974 

貸 倒 引 当 金 △ 191,236 純資産合計 78,491,146 

資産合計 122,934,874 負債・純資産合計 122,934,874 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）



損　益　計　算　書
（自　２０２５年４月１日　至　２０２６年３月３１日）

（単位：千円）

金 額

　

（経常損益の部）

119,849,791 

 104,817,776 

売　上　総　利　益  15,032,015 

 6,752,544 

　 　　営　業　利  益  8,279,471 

  

　 1,461,337  

5,555  

172,239 

　 215,403 

　 429,114 2,283,649 

  

　 98,183 　

8,388 　

89,277 

　 154,735 

　 4,116 354,701 

　 　　経　常　利　益  10,208,419 

（特別損益の部）  

特　　別　　利　　益   

750 750 

特　　別　　損　　失  

　 8,901 8,901 

 10,200,267 

2,207,054  

356,776 2,563,831 

 7,636,436 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

科　　　目

営 業 損 益 の 部

売　上　高

売　上　原　価

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 処 分 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

匿 名 組 合 損 益 分 配 金

税 引 前 当 期 純 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

投 資 事 業 組 合 株 式 運 用 費 用

為 替 差 損

雑 損 失

営 業 外 費 用

雑 収 入

支 払 利 息

固 定 資 産 圧 縮 損

補 助 金 収 入



個 別 注 記 表 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１.資産の評価基準及び評価方法 
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法    

 

 

 

子会社株式 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

移動平均法による原価法 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定しております。） 

             市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法    

 製品・仕掛品 個別法による原価法 

 商品・原材料・貯蔵品 先入先出法による原価法   

 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し

ております。) 

 

 ２.固定資産の減価償却方法 
（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

当社所定の耐用年数によっております。 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法（ソフトウェアについては、社内における利用可能期間によっております。） 

(３) 

 

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会

計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっております。 

 

３.引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。 

（２） 

 

受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において、将来の損失が見込

まれ、かつ当該損失額を合理的に見積ることができるものについて、翌事業年度以降

の損失見込額を計上しております。 

（３） 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４） 役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（５） 退職給付引当金 

（前払年金費用) 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額

法により発生年度の翌期から費用処理しております。 

 

４.収益及び費用の計上基準 
（１）当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、履行義務を充足するにつれて、一定期間に 

わたり収益を認識する方法を適用し、その他の工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替 

的な取扱いを適用しております。なお、履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたり収益を認識する方法を適用す 

る工事の当期末における進捗度の見積りは、発生原価に基づくインプット法によっております。 

（２）（１）以外については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で，当該財又はサービスと交換に受け取る 

と見込まれる金額で収益を認識しています。 

 

５.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（１） 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

   

 

 

 



２．重要な会計上の見積りに関する注記 

（１） 収益認識  

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

工事契約における一定の期間にわたり充足される履行義務については、当期末の履行義務の充足に係る進捗度に基づき、

収益を認識しております。当期末の履行義務の充足に係る進捗度は、工事見積総原価をもとに算出しております。 

当事業年度において損益計算書に計上した金額は 12,374,485 千円です。 

② 計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

   工事原価総額の見積りに用いた主要な仮定は、施工期間、材料費・外注費の数量・単価等であります。これら主要な仮定を

反映し、工事原価総額のもととなる実行予算を策定しています。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

工事状況の変化により工事見積総原価が変動した場合、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

  

３．貸借対照表に関する注記 
（１） 有形固定資産の減価償却累計額      7,515,291 千円   

（２） 有形固定資産の減損損失累計額 貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。 

（３） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

   短期金銭債権 21,514,170 千円   

 短期金銭債務 14,288,719 千円  

 

 

 

４．損益計算書に関する注記 
（１）関係会社との取引高     

 営業取引による取引高 売上高 47,424,497 千円   

  外注費 2,153,810 千円   

  仕入高 2,153,810 千円   

  原材料 8,294,606 千円   

      

 営業取引以外の取引による取引高   雑収入                 173,916 千円  

 

 

受取利息及び配当金 

支払利息 

1,407,771 千円 

96,888 千円 

 

 

   

５. 株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式数            普通株式     8,965 株 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当  

決議 株式の種類 配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

(円) 

基準日 効力発生日 

2025 年 6 月 25 日 

定時株主総会 
普通株式  1,993,304 222,343 2025 年 3 月 31 日 2025 年 6 月 25 日 

2025 年 10 月 28 日 

取締役会 
普通株式 1,337,111 149,148 2025 年 9 月 30 日 2025 年 10 月 28 日 

（３）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 2026 年 6 月 24 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株式の種類 

 

配当金の総額 

（千円） 

配当金の原資 １株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日 

普通株式 2,492,252 利益剰余金 277,998 2026 年 3 月 31 日 2026 年 6 月 24 日 

 

 

６. 税効果会計に関する注記  

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認、減価償却資産償却超過額及び減損損失等によるものです。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、投資有価証券の評価替えにより生じたその他有価証券評価差額金によるもので、繰延税

金資産と相殺して表示しております。 

また、関係会社株式に係る評価損の一部等の否認額については実現時期が確定できない一時差異として評価性引当金を計上

しております。 

 

 



７. リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部と車両については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

しております。 

８．金融商品に関する注記 
（１）金融商品の状況に関する事項 

   当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信

管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期毎に時価の

把握を行っております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、市場価格の

ない株式等（貸借対照表計上額 10,527,186 千円）についてはその他有価証券には含めておりません。 

                                           （単位：千円） 

 貸借対照表計上額（*１） 時価(*１) 差額 

 

① 現金及び預金 

② 受取手形、売掛金 

及び工事未収入金 

③ 未収入金 

④ 短期貸付金 

⑤ 投資有価証券 

その他有価証券 

⑥ 電子記録債務 

⑦ 買掛金 

⑧ 短期借入金 

⑨ リース債務（流動） 

⑩ 未払金 

⑪ 未払費用 

 

10,953,294  

 

28,258,397  

311,195  

14,480,000  

   

1,078,184 

（524,402） 

（16,163,518） 

（11,753,000）  

（64,900） 

（2,233,957） 

（790,138） 

 

10,953,294  

 

28,258,397  

311,195  

14,480,000  

   

1,078,184 

（524,402） 

（16,163,518） 

（11,753,000）  

（64,900） 

（2,233,957） 

（790,138） 

 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

（*１）負債に計上されているものについては、（）で示しております。 

 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つのレベルに分類してお

ります。なお、時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

①現金及び預金、②受取手形、売掛金及び工事未収入金、③未収入金、④短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、レベル 2 に分類し当該帳簿価額によって 

算定しております。 

⑤投資有価証券  

上場株式は取引所における相場価格を用いて評価しており、レベル 1 の時価に分類しております。有価証券はその他有価

証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下の通りです。 

（単位：千円） 

 
種類 取得原価 

貸借対照表 

計上金額 
差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
株式 129,444 1,078,184 948,739 

合 計 129,444 1,078,184 948,739 

  ⑥電子記録債務、⑦買掛金、⑧短期借入金、⑨リース債務（流動）、⑩未払金、⑪未払費用 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、レベル 2 に分類し当該帳簿価額によって 

算定しております。 
（注２）関係会社株式（貸借対照表計上額 20,432,456 千円）、関係会社出資金（貸借対照表計上額 175,102 千円）、及び保証金 

（貸借対照表計上額 2,223,952 千円）は、市場価格が無く、将来キャッシュフローを見積ることができないため、時価開示

の対象とはしておりません。 



 

９．関連当事者との取引に関する注記 
（１）親会社及び法人主要株主等                                 （単位：千円） 

属性 名称 議決権の

所有(被所

有)割合 

関連当事者との関

係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 京ｾﾗ㈱ 被所有 

76.64% 

ｼｽﾃﾑ開発受託 
役員の兼任 

ｼｽﾃﾑ開発受託保守等  

(注 1) 

太陽光発電所建設の

材料等の購入(注 1) 

貸付の回収 
利息の受取(注 2) 

24,074,207 

 

8,294,606 

 

2,000,000 

15,329 

売掛金 

短期貸付金 

未収入金 

買掛金 

未払金 

 

 2,775,449 

14,000,000 

14,212 

2,123,539 

17,488 

そ の 他

の 関 係

会社 

ＫＤＤＩ㈱ 被所有 

23.36% 

移動体基地局工事

の請負、 
通信回線利用 
役員の兼任 

移動体基地局工事の

請負保守等(注 1) 
通信回線等利用 
(注 1) 

21,185,146 

 

15,132,826 

売掛金 

買掛金 

未払金 

4,169,562 

62,924 

50,487 

 

（２）子会社                                          （単位：千円）    
 

属性 名称 議決権の

所有 (被

所有)割合 

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高  

子会社 京ｾﾗみらい

ｴﾝﾋﾞｼﾞｮﾝ㈱ 

所有 

100% 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ工事委託 

役員の兼任 

業務委託,ｼｽﾃﾑ料 

 

43,704 

 

買掛金 

短期借入金 

13,988 

1,200,000     

子会社 ｴﾑｵｰﾃｯｸｽ㈱ 所有 

100% 

販売用ﾗｲｾﾝｽ仕入 

役員の兼任 
ｼｽﾃﾑ開発受託 

ﾗｲｾﾝｽ仕入等 

 

81,475 

292,755 

    

売掛金 

未収入金 

買掛金 

短期借入金 

19,319 

13,444 

33,458 

9,253,000  

（注１）京ｾﾗ㈱及び KDDI㈱との取引については、市場価格、他の取引先との取引価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決

定しております。 

（注２）貸付はすべて無担保、利息は「融資通貨の利払期間に応じた基準金利＋0.1％」の年利率により計算しております。 

    借入はすべて無担保、利息は「銀行預入利率－0.02％」の年利率により計算しております。 

（注３）上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておらず、期末残高については消費税等が含まれております。 

 

１０. 1 株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額        8,755,286 円 78 銭 
  １株当たり当期純利益        851,805 円 47 銭 

 

１１．収益認識に関する注記 
（１）収益の分解 

当社は、「ICT」・「エンジニアリング（通信・環境エネルギー）」の分野でサービス事業を営んでおり、各事業の主な財又は

サービスの種類は商品、製品及び保守サービスであります。各サービス事業別の売上高は、ICT 58,108 百万円、エンジニア

リング（通信・環境エネルギー）61,740 百万円であります。 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

   「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。 

 

 

１２．その他の注記 
  該当ございません。 

 



 １３．重要な後発事象に関する注記 
    企業結合（完全子会社の吸収合併）  

当社は、2026 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社の完全子会社である京セラみらいエンビジョン株式会社及び KCCS コネクト

エンジニアリング株式会社を吸収合併いたしました 。  

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容  

①存続会社：京セラコミュニケーションシステム株式会社  

消滅会社：京セラみらいエンビジョン株式会社 、KCCS コネクトエンジニアリング株式会社  

②事業の内容 

情報通信ネットワークの構築・運用・保守、環境・社会インフラ関連事業等 

(2) 企業結合の期日  

2026 年 4 月 1 日  

(3) 企業結合の法的形式  

当社を吸収合併存続会社とし、京セラみらいエンビジョン株式会社及び KCCS コネクトエンジニアリング株式会社を吸収合

併消滅会社とする吸収合併  

(4) 結合後企業の名称 

変更はありません。 

(4) 取引の目的を含む取引の概要  

当社グループにおける通信建設事業やインフラ関連事業において、子会社 2 社を当社に統合することにより、人員の再配

置と適正化を行い収益改善を図るためです 。なお、本合併は当社の完全子会社 2 社を吸収合併するものであるため、本合併

に際して株式その他の対価の交付は行っておりません 。  

(6) 実施した会計処理の概要  

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。 

 

 


